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保
育
所
は
働
く
保
護
者
を
支
え
、
家
庭
の
子
育
て
も
支
援

す
る
地
域
の
子
育
て
の
拠
点
で
す
。
今
日
も
保
育
所
に
は

元
気
な
赤
ち
ゃ
ん
の
泣
き
声
や
子
ど
も
た
ち
の
笑
い
声
が

あ
ふ
れ
て
い
ま
す
。 

 

　
し
か
し
、
い
ま
の
日
本
は
子
ど
も
を
大
切
に
し
て
い

ま
せ
ん
。
「
ど
の
子
も
健
や
か
に
育
っ
て
ほ
し
い
」

「
保
育
所
に
預
け
て
、
安
心
し
て
働
き
続
け
た
い
」

…
こ
ん
な
あ
た
り
ま
え
の
願
い
が
な
か
な
か
実
現
さ

れ
な
い
の
で
す
。 

 

　
政
府
は
、
「
少
子
化
対
策
」
な
ど
と
言
い
な
が
ら
、

他
方
で
保
育
予
算
を
減
ら
し
、
「
社
会
福
祉
と
し
て

の
保
育
」
を
、
「
切
り
売
り
の
保
育
サ
ー
ビ
ス
」
へ

転
換
し
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。 

 

　
こ
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
は
、
保
育
者
や
保
護
者
、
地
域

の
人
た
ち
が
、
子
ど
も
と
保
育
を
と
り
ま
く
情
勢
を
学

習
し
、
願
い
や
要
求
を
出
し
合
い
、
保
育
を
よ
く
す
る

運
動
を
ひ
ろ
げ
る
た
め
に
つ
く
ら
れ
ま
し
た
。 
  

子
ど
も
と
保
育
に
か
か
わ
る
多
く
の
人
た
ち
の〝
手
つ
な
ぎ
〞

と
公
的
保
育
を
守
り
充
実
さ
せ
る
運
動
を
す
す
め
ま
し
ょ
う
。 

 



子どもたちに豊かな保育・子育てを 

民
営
化
裁
判
で
も
子
ど
も
の
 

権
利
優
先
の
判
決
が
 

 　
06
年
5
月
、
横
浜
地
裁

は
、
横
浜
市
長
が
4
つ
の

市
立
保
育
所
を
廃
止
・
民

営
化
し
た
こ
と
を
違
法
と

す
る
判
決
を
言
い
渡
し
ま

し
た
。
 

　
民
営
化
は
、
子
ど
も
や

保
護
者
に
不
利
益
を
与
え
、

子
ど
も
と
保
護
者
が
特
定

の
保
育
所
で
保
育
を
受
け

る
法
的
利
益
を
侵
害
す
る

こ
と
が
違
法
で
あ
る
と
の

判
断
が
下
さ
れ
た
の
で
す
。
 

　
同
じ
く
大
阪
・
大
東
市

で
も
大
阪
高
裁
は
「
子
ど

も
に
損
害
を
与
え
た
」
と

し
て
市
長
に
損
害
賠
償
を

命
じ
ま
し
た
。
 

 派
遣
保
育
士
が
 

町
の
直
接
雇
用
に
 

　
栃
木
県
の
野
木
町
立
保

育
所
で
長
年
働
い
て
い
た

派
遣
会
社
の
保
育
士
12
人

が
、
07
年
4
月
か
ら
町
の

直
接
雇
用
に
か
わ
り
ま
し

た
。
町
が
保
育
の
公
共
性
、

継
続
性
を
認
め
、
3
年
を

こ
え
る
継
続
は
直
接
雇
用

に
す
る
労
働
者
派
遣
法
に

基
づ
い
て
是
正
し
た
も
の

で
す
。
 

11月22日 プラスターをもって 厚生労働省前で 

11月
23日

 

日比谷野外音楽堂での大集会 

　1947年、児童福祉法が制定
され、保育所の位置づけが明記
されました。しかし当時は、受
持人数も多く（0歳児10：1）、
多くの保育所が2歳児からの受
け入れ、9時から4時の保育時
間など、保育所の数も保育条件
も極めて貧しいものでした。 
　1960年代以降、「ポストの数
ほど保育所を」をスローガンに、
全国で保育所づくりの運動がす
すみました。産休明け保育や長
時間保育、一時保育、休日・夜
間保育、病後児保育への助成や、
職員配置など最低基準の改善も、
先駆的な実践と毎年の署名運動
や、国と自治体への要請をくり
返すなかで実現したものです。 
　学童保育を児童福祉法に明記
させた（1997年）のも運動の
成果です。 
　現在の保育水準は、保護者、
保育者、関係者の地道な運動が
あってこそ、ここまで到達した
のです。 

　
06
年
12
月
、
第
1
6
5
臨

時
国
会
で「
保
育
・
学
童
保

育
・
子
育
て
支
援
施
策
の

拡
充
と
予
算
の
大
幅
増
額

を
求
め
る
」
請
願
が
全
会

一
致
で
採
択
さ
れ
ま
し
た
。

私
た
ち
は
80
年
代
か
ら
保

育
要
求
の
実
現
を
求
め
て

毎
年
2
0
0
〜
5
0
0
万

筆
の
署
名
を
積
み
上
げ
て
き
ま
し
た
。

請
願
が
衆
参
両
院
で
同
時
採
択
さ

れ
た
の
は
保
育
運
動
史
上
初
め
て

の
こ
と
で
、
画
期
的
で
す
。
 

　
請
願
は
、
紹
介
議
員
の
共
産
、
民
主
、

社
民
党
は
も
と
よ
り
、
与
党
の
自
民
、

公
明
党
も
賛
成
し
ま
し
た
。
私
た
ち
の

要
求
の
正
当
性
が
認
め
ら
れ
た
こ
と
に

大
き
な
意
味
が
あ
り
ま
す
。
内
閣
は
、

請
願
内
容
の
具
体
化
を
国
会
に
回
答
し

な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。
私
た

ち
の
要
求
を
具

体
的
施
策
に
つ

な
げ
る
働
き
か

け
が
必
要
で
す
。
 

地域での署名運動 



　バウチャーとは、金券（利用券）のこと。
保護者が保育所・託児所・ベビーシッターなど
を選択し、料金とバウチャーとの差額を支払っ
て、サービスを利用する制度。 

　保育所等の子育て支援の財源として、税金
ではなく、新たに広く国民に保険料を負担さ
せる制度。保険制度なので、保険料を支払っ
ていない人は利用できません。 

「バウチャー制」って何？ 「育児保険」って何？ 
 

 国と自治体に保育実施責任  
　国と自治体は、保育
を必要とする子どもに
対し、保育を実施する
責任があります。保育

所を整備したり、保育条件を改善
したり、保護者に過重な負担を課
さないよう所得に応じた適正な保
育料を設定すること等を、おこな
わなければなりません。 
 
 保育所の条件（最低基準）を守る責任  

　日本のどの地域の保育
所でも、一定水準以上の条
件で保育するように、最
低基準（施設や設備、運営

に関する基準）を定めています。 
 
 保育所経費の公費負担責任  
　どの地域でも一定の保育水準を

確保するために、保育所
の整備や運営費を国と自
治体が負担することを定
めています。 

 公的責任を投げ捨て、保育を市場に  
　政府・財界は、保育所と保護者
が契約する直接契約方式にかえ、
保育を市場化することを主張して
います。保護者に「自己負担」を
求め、保育に関わる公費負担を減
らし、営利企業の参入を促してい
ます。 
 
 施設・職員配置の最低基準を引き下げ  
　コストを下げるために
は規制は邪魔だといって、
保育室の広さや職員配置
など子どもを守るための
最低基準を引き下げるこ
とを求めています。 
 
 公費負担を極力少なく  
　国や自治体の保育予算を減らすと、
子どもの保育条件の悪化と保育料
負担の増加につながります。 
　いろんな保育条件・保育料の保
育所が乱立し、「保育は金次第」に
かわります。 
　過疎地域では、採算割
れから保育所がなくなり、
保育を受けられなくなる
恐れがあります。 

　子どもに必要な保育を、国と自治体が責
任をもって保障する制度に基づいて、日本
の保育所は普及し発展してきました。児童

福祉法は国と自治体に3つの責任を求めて
います。しかし、政府と財界はこの制度を
こわそうとしています。 

育児保険もバウチャー制度も、国の財政負担を極力減らし、 
保育を「切り売りの保育サービス」にかえることがねらいです 



　
あ
ふ
れ
る
待
機
児
を
一
人
で
も
多

く
受
け
入
れ
、
緊
急
一
時
保
育
も
し

て
ほ
し
い
。
家
庭
で
子
育
て
す
る
母

親
の
つ
ら
さ
を
受
け
止
め
て
も
ら
い

た
い
。
休
日
や
夜
間
、
病
後
児
の
保

育
を
実
施
し
て
も
ら
い
た
い
。 

　
こ
う
し
た
要
求
に
何
と
か
応
え
た

い
け
れ
ど
、
予
算
も
人
も
施
設
も
全

く
足
り
ま
せ
ん
。
い
ま
保
育
所
を
支

え
て
い
る
の
は
保
育
者
の
ギ
リ
ギ
リ

の
熱
意
と
子
ど
も
や
保
護
者
の
「
が

ま
ん
」
で
す
。 

　下に落ちるので開けてはいけない窓、
置いたボールが転がっていく床、雨が降
ると水浸しになる廊下、猫が走り回る天
井…。大阪で父母や保育者が調査した公
立保育所の実態です。これが子どもたち
が毎日生活するところ？ 
　耐震・老朽化対策の施設整備は最優先
の問題です！ 
 

大阪保育運動連絡会　仲井さやか 

子どもたちの生活環境をもっと豊かに 

　民営化によって子どもと生活を共にし
てきた保育者は一人残らず入れ替わりま
した。担任が「別の保育所に行かなけれ
ばならない」と打ち明けたとき、子ども
たちは号泣し「なんで？」「いかんかっ
たらええやん」と口々に訴えました。子
どもも保護者も、公立も受託法人の保育
者も犠牲にする民営化は許せません。 
 
大阪・大東市立上三箇保育所元保護者　山崎峰人 

子ども犠牲の民営化は許せない 

　国の障害児保育の補助金がなくなって
4年、群馬では削減された国の補助金の
手当をしない市町村が出てきています。
このため障害児保育の実施が困難になっ
ている園もあって、まさに弱いところに
しわ寄せがされています。07年度から
は国の乳児保育の補助金も廃止され、影
響が心配です。 
 
群馬・おひさま飯塚保育園園長　下出ふじ子 

民間保育園の経営もたいへん 

　保育園への様々なニーズに対応してき
た過程で、現場は臨時、嘱託など非正規
職員がたいへん多くなっています。正規
職員と同じように担任をもち、重い責任
を果たしながら賃金や労働条件は極めて
低いのです。生活できる賃金に改善して
ほしいし、正規職員がきちんと配置され
ることが必要です。 

 
広島市嘱託保育士　畑　初枝 

好きな仕事、働き続けたいけど‥ 

　社会環境の悪化や価値観のゆがみなどに
よって、子どもの健全な育ちを保障するこ
とがとても難しくなっています。また、保
護者の育児力向上への支援も重要です。そ
のための話し合いや対応の時間外勤務が増
えています。しかも民間保育所では正規職
員は3割程度。低賃金も改善されず勤続年
数も6、7年です。病休者も増え続けています。 
 

全国福祉保育労働組合　山吹京子 

働きがいはあるけれど、心も体もくたくた！ 



国
と
自
治
体
の
責
任
を
小
さ
く
し 

市
場
ま
か
せ
に 

 

　
福
祉
や
教
育
の
予
算
を
大
幅
に
減
ら
し
、

国
民
に
「
自
己
責
任
」
を
せ
ま
り
、
保

育
を
売
り
買
い
す
る
サ
ー
ビ
ス
に
か
え

る
こ
と
が
構
造
改
革
で
す
。

財
界
は
「
保
育
を
民
営
化
す

れ
ば
新
た
に
2
兆
円
の
市
場

が
生
ま
れ
る
」
と
試
算
し
、

営
利
企
業
の
投
資
・
進
出
を

促
し
て
い
ま
す
。 

 

保
育
の
質
も
カ
ネ
次
第 

人
生
の
ス
タ
ー
ト
か
ら
格
差 

 

　
い
ま
の
保
育
制
度
で
は
、    

子
ど
も
に
必
要
な
保
育
を
、

国
と
自
治
体
が
保
障
し
て
い

ま
す
。
こ
の
制
度
を
こ
わ
し
、

保
護
者
の
自
己
責
任
で
保
育
サ
ー

ビ
ス
を
買
う
制
度
に
変
え
た
ら
、

保
育
は
カ
ネ
次
第
。
「
オ
ム

ツ
交
換
１
回
○
円
」
「
お
昼

寝
や
お
散
歩
は
別
料
金
」
「
オ

プ
シ
ョ
ン
で
英
会
話
、
体
操
教
室
」
と

い
う
切
り
売
り
の
サ
ー
ビ
ス
に
変
わ
り

ま
す
。 

　
保
護
者
の
所
得
に
か
か
わ
ら
ず
、
ど

の
子
に
も
ひ
と
し
く
、
健
や
か
に
育
つ

権
利
が
あ
り
ま
す
。 

  　
認
定
こ
ど
も
園
制
度
が
06
年

度
か
ら
始
ま
り
ま
し
た
。
保
育

所
児
と
幼
稚
園
児
を
い
っ
し
ょ

に
保
育
す
る
こ
と
に
加
え
、
子

育
て
支
援
事
業
を
行
う
施
設
と

さ
れ
て
い
ま
す
。
保
育
所
・
幼

稚
園
以
外
に
、
認
可
外
保
育
施

設
も
、
認
定
を
受
け
ら
れ
ま
す
。
 

　
そ
の
認
定
基
準
は
、
保
育
所

の
最
低
基
準
や
幼
稚
園
の
設
置

基
準
よ
り
も
低
く
、
先
生
を
ふ

や
さ
ず
、
給
食
室
も
つ
く
ら
ず

に
幼
稚
園
を
長
時
間
保
育
の
受

け
皿
に
し
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。

保
育
水
準
の
低
下
が
心
配
さ
れ

ま
す
。
 

　
保
育
所
が
認
定
を
受
け
る
と
、

直
接
契
約
・
保
育
料
自
由
設
定

方
式
が
適
用
さ
れ
ま
す
。
し
か

も
、
構
造
改
革
を
す
す
め
る
人

た
ち
は
、
認
定
こ
ど
も
園
で
た

い
し
た
問
題
が
な
け
れ
ば
、
す

べ
て
の
保
育
所
を
直
接
契
約
方

式
に
せ
よ
と
要
求
し
て
い
ま
す
。

認
定
こ
ど
も
園
制
度
は
、
公
的

保
育
制
度
を
こ
わ
す
た
め
に
導

入
さ
れ
た
も
の
と
い
え
ま
す
。
 

     　
教
育
基
本
法
が
06
年
12
月
に

改
定
さ
れ
た
な
か
、
保
育
所
保

育
指
針
や
幼
稚
園
教
育
要
領
の

改
定
作
業
が
す
す
ん
で
い
ま
す
。
 

　
日
の
丸
・
君
が
代
の
徹
底
な

ど
教
育
内
容
へ
の
国
の
介
入
と
、

学
力
向
上
を
理
由
に
早
期
か
ら

子
ど
も
を
選
別
す
る
競
争
の
波

が
就
学
前
の
保
育
・
教
育
に
及

ぶ
お
そ
れ
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ

ま
で
大
切
に
し
て
き
た〝
遊
び
の

豊
か
さ
こ
そ
が
発
達
の
要
〞
と

い
う
保
育
や
、
子
ど
も
の
生
活

を
守
る
た
め
の
養
護
活
動
が
軽

視
さ
れ
な
い
か
心
配
さ
れ
ま
す
。
 

認
定
こ
ど
も
園
は
い
い
制
度
？ 

教
育
へ
の
国
家
介
入
と 

差
別
選
別
の
大
波
が
保
育
へ
!?
 



日
本 

ア
メ
リ
カ
合
衆
国 

ド
イ
ツ 

イ
ギ
リ
ス 

ポ
ー
ラ
ン
ド 

ノ
ル
ウ
ェ
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ス
ウ
ェ
ー
デ
ン 

ハ
ン
ガ
リ
ー 

フ
ラ
ン
ス 

デ
ン
マ
ー
ク 

出典：OECD報告書 
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出典：厚生労働省作成98年 

　
日
本
の
保
育
制
度
は
、
国

と
自
治
体
の
保
育
の
実
施
責

任
、
最
低
基
準
、
公
費
負
担

義
務
を
定
め
た
す
ぐ
れ
た
制

度
で
す
。
し
か
し
予
算
の
不

充
分
さ
や
基
準
の
貧
し
さ
な

ど
制
度
の
運
用
に
問
題
が
あ

る
た
め
、
充
分
に
機
能
し
て

い
ま
せ
ん
。 

 

少
な
す
ぎ
る
子
ど
も
の
予
算 

 

　
国
が
保
育
所
、
幼
稚
園
の
た
め
に
支

出
し
て
い
る
予
算
は
、
一
般
会
計
予
算

総
額
の
わ
ず
か
0.6
％（
05
年
度
）
で
す
。

公
費
負
担
の
少

な
さ
が
、
保
護

者
に
高
い
保
育

料
負
担
、
子
ど

も
と
保
育
者
に

厳
し
い
保
育
条

件
を
押
し
つ
け

て
い
ま
す
。 

  

貧
し
す
ぎ
る
最
低
基
準 

 

　
保
育
所
で
は
、
国
が
施
設
や
職
員
配

置
の
最
低
基
準
を
定
め
、
全
国
ど
こ
で

も
一
定
水
準
以
上
の
保
育
の
質
を
確
保

し
て
い
ま
す
。し
か
し
こ
の
基
準
は
国
際

的
に
見
て
も
た
い
へ
ん
貧
し
い
も
の
で
す
。 

 

公
的
保
育
の
拡
充
は
世
界
の
流
れ 

 

　
O
E
C
D
（
経
済
協
力
開
発
機
構
）

の
報
告
書
に
よ
る
と
、
保
育
の
公
的
責

任
を
後
退
さ
せ
、
市
場
化
す
る
国
は
、

日
本
と
ア
メ
リ
カ
、
イ
ギ
リ
ス
な
ど
ご

く
少
数
で
す
。 

　
逆
に
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
な
ど
先
進
主
要
国
は
、

無
償
で
す
べ
て
の
子
ど
も
に
質
の
高
い

保
育
を
保
障
す
る
な
ど
公
的
保
育
の
充

実
に
力
を
い
れ
て
い
ま
す
。 

 

予
算
を
増
や
し
、ゆ
と
り
あ
る
保
育
を 

 

　
ど
ん
な
に
制
度
が
す
ぐ
れ
て
い
て
も

活
用
し
な
け
れ
ば
「
絵
に
描
い
た
餅
」

で
す
。
保
育
施
設
を
増
や
し
、
保
育
者

を
増
や
し
、
充
分
な
予
算
を
つ
け
て
こ

そ
制
度
が
活
か
さ
れ
ま
す
。 

　
先
進
国
並
に
予
算
を
増
や
し
、
保
育

条
件
を
改
善
す
れ
ば
、
子
ど
も
た
ち
に

ゆ
と
り
あ
る
保
育
を
保
障
で
き
ま
す
。 

就学前の教育に対する公共支出の対GDP比（1998年） 

国の予算に占める幼・保の予算の割合 

子どもの受けもち人数最低基準の国際比較 たったの0.6％ 

公
立
保
育
所
つ
ぶ
し
は 

国
の
政
策 

 

　
国
は
、
公
立
保
育
所
の
廃
止
・

民
営
化
と
営
利
企
業
の
参
入

を
推
進
し
、
福
祉
予
算
を
減

ら
し
て
い
ま
す
。
そ
の
結
果
、

「
コ
ス
ト
削
減
」
な
ど
を
理

由
に
、
公
立
保
育
所
の
統
廃

合
・
民
営
化
が
ひ
ろ
が
っ
て

い
ま
す
。 

 

民
営
化
で
引
き
裂
か
れ
る 

子
ど
も
の
関
係 

 

　
民
営
化
す
れ
ば
、
あ
る
日
、

保
育
者
が
全
員
入
れ
替
わ
り
、

子
ど
も
、
保
護
者
、
保
育
者

の
信
頼
関
係
が
ズ
タ
ズ
タ
に

引
き
裂
か
れ
ま
す
。 

　
し
か
も
「
コ
ス
ト
削
減
」

に
よ
っ
て
保
育
者
の
人
件
費

が
削
減
さ
れ
ま
す
。
民
間
保

育
所
へ
の
補
助
金
も
削
減
さ

れ
て
い
る
た
め
、
ベ
テ
ラ
ン

保
育
者
を
雇
え
ず
、
派
遣
・
パ
ー
ト
・

臨
時
の
保
育
者
に
置
き
換
え
ら
れ
ま
す
。 

　
民
営
化
は
子
ど
も
や
保
護
者
、
保
育

者
を
犠
牲
に
す
る
だ
け
で
な
く
、
受
託

法
人
に
と
っ
て
も
た
い
へ
ん
な
こ
と
で
す
。 

 

民
営
化
反
対
は
、
国
や
自
治
体
に 

保
育
の
責
任
を
求
め
る
運
動 

 

　
「
子
ど
も
に
犠
牲
を
押
し
つ
け
な
い
で
」

「
税
金
の
使
い
方
を
改
め
て
ほ
し
い
」
「
自

治
体
の
責
任
を
後
退
さ
せ
な
い
で
」
「
き

ち
ん
と
説
明
し
て
ほ
し
い
」
と
、
一
方

的
な
民
営
化
に
反
対
す
る
運
動
が
全
国

各
地
に
ひ
ろ
が
っ
て
い
ま
す
。 

　
保
護
者
や
住
民
が
保
育
者
と
手
を
つ

な
ぎ
、
子
ど
も
を
真
ん
中
に
し
た
運
動

に
よ
っ
て
民
営
化
の
暴
走
を
く
い
と
め

る
経
験
が
各
地
で
う
ま
れ
て
い
ま
す
。
「
民

営
化
の
白
紙
撤
回
、
再
検
討
」
を
掲
げ

た
市
長
や
町
長
の
誕
生
、
民
営
化
を
違

法
と
し
損
害
賠
償
を
命
じ
た
判
決
な
ど
、

運
動
が
情
勢
の
変
化
を
つ
く
り
だ
し
て

い
ま
す
。 

イギリス 
3.4歳児以上 

ドイツ 
3歳児以上 

スウェーデン 
3～6歳児 

ニュージーランド 
2歳児以上 

30人 1人 

8人 

10人 

対 

対 

1人 

1人 

5人 

10人 

1人 

1人 

対 

対 

日　本 
4歳児以上 

対 



出典：厚生労働省「社会福祉行政業務報告」 

(千件)
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出典：労働政策研究・研修機構「若者就業支援の現状と課題」2005年 
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長
時
間
労
働
と
不
安
定
雇
用 

 

　
若
者
の
5
割
が
、
派
遣
・
パ
ー
ト
・

ア
ル
バ
イ
ト
な
ど
の
非
正
規
雇
用
で

す
。
い
く
ら
働
い
て
も
貧
困
か
ら
ぬ

け
だ
せ
な
い
「
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
」

が
ひ
ろ
が
っ
て
い
ま
す
。
非
正
規
雇

用
の
増
加
に
、
福
祉
の
貧
し
さ
が
追

い
打
ち
を
か
け
、
格
差
の
ひ
ろ
が
り

と
貧
困
が
深
刻
で
す
。
特
に
子
育
て

真
っ
最
中
の
働
き
盛
り
の
世
代
が
、

長
時
間
労
働
、
サ
ー
ビ
ス
残
業
、
ダ

ブ
ル
ワ
ー
ク
に
追
わ
れ
て
い
ま
す
。 

　
子
ど
も
の
健
や
か
な
育
ち
に
は
、

ゆ
と
り
あ
る
家
庭
が
不
可
欠
な
の
に
、

政
府
や
財
界
は
さ
ら
に
長
時
間
労
働
、

不
安
定
雇
用
を
野
放
し
に
す
る
制
度

を
導
入
し
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。 

 

安
心
し
て
産
め
な
い 

育
て
ら
れ
な
い 

 

　
病
院
か
ら
産
婦
人
科
が
な
く
な
る
、

小
児
科
医
が
い
な
く
て
夜
間
救
急
は

た
ら
い
回
し
、
年
々
増
え
る
乳
幼
児

の
虐
待
、
学
校
で
は
い
じ
め
問
題
が

深
刻
化
。
子
ど
も
を
産
む
こ
と
、
育

て
る
こ
と
へ
の
不
安
が
つ
き
な
い
世

の
中
に
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
う
え
、

子
育
て
で
頼
り
に
し
た
い
夫
は
長
時

間
労
働
で
、
過
労
死
寸
前
。 

　
い
ま
必
要
な
の
は
、
国
が
不
安
定

雇
用
・
長
時
間
労
働
を
規
制
し
、
保

育
・
子
育
て
を
支
え
る
社
会
保
障
を

充
実
す
る
こ
と
で
す
。
小
手
先
の
対

策
で
は
解
決
で
き
ま
せ
ん
。 

「結婚については考えないわけではない。
それに結婚はできると思う。しかし、子
育てとなると、ただでさえ今の自分が生
活していくのが精一杯なのに、金銭的に
も時間的にも（ダブルワークで）余裕が
ない」－これが、青年たちの率直なこえ
です。  

首都圏青年ユニオン　伊藤和己 

金銭的にも時間的にも余裕のない 
暮らしに、子育てなんて‥ 

ふえつづける児童虐待（相談件数） 

婚姻率に所得格差の影が（年収と婚姻率） 
■年収別配偶者のいる割合（男性） 

長時間労働に追われる“子育て世代” 
■育児世代の労働時間（2004年） 
－25～39歳「週60時間以上」が20％超－ 

■30代男性の週間労働時間 
－「60時間以上」は過労死ライン－ 

出典：総務省「労働力調査」 

出典：2006年版厚生労働白書 

長時間労働と不安定雇用 
貧しい社会保障 



 

　保育所、幼稚園に給食室を設け、完全
給食の温かいご飯をたべさせてあげたい。
調理師と栄養士の配置を増員してほしい
（現在は園児100名でも調理師のみ2名
が基準）。在園児の昼食やおやつの内容
を豊かにすることはもとより、延長、長
時間保育での夕食の対応、さらに「食育」
を豊かに実践することができるし、アレ
ルギー食や離乳食など、「食」にかかわ
る地域への子育て支援にももっと取り組
むことができます。 
（愛知・どんぐり保育園栄養士　北方幸江） 

　職員配置基準（4・5歳児）は60年前
から据え置かれたままです。1日のほと
んどの時間を保育所で過ごす乳幼児にとっ
て、保育士は母親的な存在です。 
　ゆとりある保育で、その子だけの為に
絵本を読んであげたり、子守唄をうたっ
てあげたりと保育の充実が図れます。公
園などで、地域の子どもたちと一緒に遊
ぶ中で、お母さんの育児の悩みを日常的
に聞いてあげるなど、保育所が名実とも
に、地域の子育てセンターになります。 

（千葉・船橋市保育士　横澤芳江） 

　実家も遠く、知り合いも少ない土地で、
初めての子育てはとても不安でした。近
所の保育園で在宅児対象の遊びの会をし
ているというニュースを見て行ってみた
ら、さっそくママ友を紹介してもらいま
した。保育士さんのアドバイスや、離乳
食の講習もとてもためになります。こん
な場所がもっとあったら、子育て不安や
育児ノイローゼも減ると思います。でも、
保育園は子どもがいっぱいで保育士さん
も忙しそう。ゆとりがほしいですね。 

（神奈川・川崎市在住　竹内圭子） 

　国基準の保育料の最高額（3歳未満児）
は現在8万円。保育料が高すぎて2人目
なんて考えられない、というのが父母た
ちの声です。子育ての経済的負担の大き
さが少子化に拍車をかけています。一方
で公的助成の少ない幼稚園の保育料も、
子育て家庭には大きな負担です。世界は
幼児教育の無償化へとすすんでいます。
子どものための予算を増やし、お金の心
配をせずに安心して2人目、3人目を産
めるようにしてほしいものです。 

（全国保育団体連絡会　実方伸子） 

保育所を守ることは、地域を守ること 
（高知県本山町） 

　中山間地域では過疎化が深刻な問題です。町
は小さな保育所を統廃合することを提案しまし
たが、地域の人たちが集落から子どもの歓声が
消えることを心配して、計画を撤回させました。
そして、保育所が地域の人たちの拠り所になっ
たまちづくりをすすめています。 

保護者も参加して 
保育ビジョンづくり 

（東京都文京区） 
　公立保育所の民営化計画に対して、
保護者は区にビジョンがないことを指摘。
区は保護者の参加を求めビジョンづく
りに踏み出しました。「中間まとめ」
では「保育園はすべての子どもたち、
あらゆる子育て家庭に開かれた保育拠点」
と位置づけ、「公設公営保育園の維持」
などを提言しています。 



こんなことをしましょう 要請先 

パンフレットをみんなで読
み合わせ、いま保育・子育
てで何が問題なのか、どう
すれば願いが実現するのか
を学習しましょう。 

このパンフレットをたくさ
んの人にひろげましょう。
パンフレットの内容を語り
ながら、保育制度がこわさ
れようとしていることを伝
えましょう。 

市区町村は保育の実施
責任をもっています。
保育所入所、保育料値
下げ、保育条件の改善
など、身近な要求の実
現を求めましょう。 
 

都道府県の保育施策の拡充
や、保育予算の増額、都道
府県が定める基準の改善を
求めましょう。 

国と自治体が責任を
もつ現行保育制度を
守り、予算の増額や
基準の改善で、さら
に拡充することを求
めましょう。 

子どもの権利を守り
幸せを願うすべての
人たちと手をつなぎ、
園や地域で子どもの
ためのとりくみをす
すめましょう。 

①国と自治体が責任をもつ現行保育制度を守り、拡充
してください。 

 
②職員配置、施設基準など最低基準を改善してください。 
 
③保育・学童保育・子育て支援の予算を大幅に増やし
てください。 

 
④国はすべての子どもたちの発達保障と権利保障に責任を果たしてください。 

〒100-8968　東京都千代田区永田町1-6-1 

〒100-8916　東京都千代田区霞が関1-2-2 

〒100-8959　東京都千代田区丸の内2-5-1 

〒100-8926　東京都千代田区霞が関2-1-2 

〒100-8914　東京都千代田区永田町1-6-1
（2007年4月現在） 

内 閣 総 理 大 臣  
厚 生 労 働 大 臣  
文 部 科 学 大 臣  
総 務 大 臣  
少子化担当大臣 

安倍晋三 
柳澤伯夫 
伊吹文明 
菅　義偉 
高市早苗 


